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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
光伝送路を伝搬した信号光を光電変換した入力信号の信号強度と非線形補償係数に基づい
て、前記信号光の自己位相変調による位相雑音を算出する位相算出手段と、
　前記位相雑音から所定のオフセット量を減算したオフセット補償位相を出力するオフセ
ット補償手段と、
　前記オフセット補償位相に基づく位相回転量を補償する処理を前記入力信号に施す位相
補償手段、とを有する
　非線形歪補償器。
【請求項２】
請求項１に記載した非線形歪補償器において、
　前記オフセット量は、前記位相雑音の平均値である
　非線形歪補償器。
【請求項３】
請求項１または２に記載した非線形歪補償器において、
　前記位相算出手段は、フィルタ手段を備え、
　前記フィルタ手段は、前記信号強度と前記非線形補償係数との積に平滑化のためのフィ
ルタ係数を乗算したフィルタ処理値を算出し、前記フィルタ処理値を前記位相雑音として
出力する
　非線形歪補償器。
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【請求項４】
請求項１または２に記載した非線形歪補償器において、
　前記オフセット補償手段と前記位相補償手段との間に配置したフィルタ手段をさらに有
し、
　前記フィルタ手段は、前記オフセット補償位相に平滑化のためのフィルタ係数を乗算し
たフィルタ処理値を算出し、
　前記位相補償手段は、前記フィルタ処理値を前記位相回転量とする
　非線形歪補償器。
【請求項５】
請求項１から４のいずれか一項に記載した非線形歪補償器において、
　前記位相補償手段は、位相変調手段と乗算器とを備え、
　前記位相変調手段は、前記位相回転量に指数関数演算を施して位相変調係数を算出し、
　前記乗算器は、前記位相変調係数を前記入力信号に乗算する
　非線形歪補償器。
【請求項６】
請求項１から４のいずれか一項に記載した非線形歪補償器において、
　前記位相補償手段は、位相変調手段と乗算器とを備え、
　前記位相変調手段は、前記位相回転量に線形関数演算を施して位相変調係数を算出し、
　前記乗算器は、前記位相変調係数を前記入力信号に乗算する
　非線形歪補償器。
【請求項７】
局所光源と、光９０度ハイブリッド回路と、光電変換器と、アナログ－デジタル変換器と
、信号処理部とを有し、
　前記光９０度ハイブリッド回路は、光伝送路を伝搬した信号光を前記局所光源からの局
所光と干渉させて複数の信号成分に分離した複数の光信号を出力し、
　前記光電変換器は、前記光信号を検波して検波電気信号を出力し、
　前記アナログ－デジタル変換器は、前記検波電気信号を量子化して量子化信号を出力し
、
　前記信号処理部は、線形歪補償器と非線形歪補償器を含む歪補償部を備え、
　　前記非線形歪補償器は、
　　　前記量子化信号の信号強度と非線形補償係数に基づいて、前記信号光の自己位相変
調による位相雑音を算出する位相算出手段と、
　　　前記位相雑音から所定のオフセット量を減算したオフセット補償位相を出力するオ
フセット補償手段と、
　　　前記オフセット補償位相に基づく位相回転量を補償する処理を前記量子化信号に施
す位相補償手段、とを備える
　非線形歪補償器を用いた光受信器。
【請求項８】
光伝送路を伝搬した信号光を光電変換した入力信号の信号強度と前記非線形補償係数に基
づいて、前記信号光の自己位相変調による位相雑音を算出し、
　前記位相雑音の平均値であるオフセット量を前記位相雑音から減算したオフセット補償
位相を算出し、
　前記オフセット補償位相に基づく位相回転量を補償する処理を前記入力信号に施す
　非線形歪補償方法。
【請求項９】
請求項８に記載した非線形歪補償方法において、
　前記位相雑音の算出において、前記信号強度と前記非線形補償係数との積に平滑化のた
めのフィルタ係数を乗算したフィルタ処理値を算出し、前記フィルタ処理値を前記位相雑
音とする
　非線形歪補償方法。
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【請求項１０】
請求項８に記載した非線形歪補償方法において、
　前記位相回転量は、前記オフセット補償位相に平滑化のためのフィルタ係数を乗算した
フィルタ処理値である
　非線形歪補償方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非線形歪補償器、それを用いた光受信器、および非線形歪補償方法に関し、
特に、光通信システムに用いられる非線形歪補償器、それを用いた光受信器、および非線
形歪補償方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インターネットの幅広い普及に伴い、通信されるデータ量は増大している。これに対応
するためには、光通信システムを構成する光伝送路の容量を増大させる必要がある。大容
量化を実現するための技術の一つとして、直交振幅変調（Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ａｍｐ
ｌｉｔｕｄｅ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ：ＱＡＭ）方式などの多値変調方式がある。光送信
器によってＱＡＭ方式の変調を施された光信号は、デジタルコヒーレント方式を用いた光
受信器によって復調される。
【０００３】
　ＱＡＭ方式を用いた光通信システムにおいては、光信号が光伝送路を伝播する際に受け
る非線形効果による影響が大きな問題となる。これは、光信号が光伝送路中で非線形効果
を受けると、光信号の位相が回転することによる。すなわち、ＱＡＭ方式においては複雑
な位相情報を取り扱うため、非線形効果による位相回転を受けると受信時に正しい位相情
報を復調することができなくなるからである。
【０００４】
　このような問題点を解決する技術が特許文献１に記載されている。特許文献１に記載の
関連する歪補償器は、光伝送路から受信された光信号を光電変換して得られた電気信号を
入力する。そして、光信号の線形波形歪を補償する線形歪補償部と、光信号の非線形波形
歪を補償する非線形歪補償部とを備えた歪補償部を、複数個縦続接続した構成としている
。
【０００５】
　関連する歪補償器が備える非線形歪補償部は、自己位相変調による非線形歪を補償する
機能を有する。ここで自己位相変調とは、光ファイバ内の光信号パワーが大きくなると位
相が変調する非線形歪である。関連する非線形歪補償部は、強度モニタ、位相変調部、乗
算器、および非線形係数を有する。強度モニタは光信号に対応する電気信号の強度をモニ
タする。乗算器は強度モニタの出力と非線形係数を乗算して位相変調部に出力する。そし
て、位相変調部がそれに応じて位相変調を行う構成としている。
【０００６】
　このような構成とした関連する歪補償器によれば、線形歪補償と非線形補償を交互に行
うことにより高精度な歪補償が可能となる、としている。
【０００７】
　特許文献２には、光通信における信号生成回路であって、特定周波数帯域信号発生回路
と、少なくとも１つの信号合成回路とを備える信号生成回路が開示されている。特定周波
数帯域信号発生回路は、送信すべき信号系列のスペクトラムに対して周波数広がりが小さ
い信号成分を複数の特定周波数に有する特定周波数帯域信号を生成する。信号合成回路は
、特定周波数帯域信号発生回路によって生成された特定周波数帯域信号の入力を受け、送
信すべき信号系列に特定周波数帯域信号を挿入して送信信号系列を生成する。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００８】
【特許文献１】特開２０１０－０５０５７８号公報（段落［０００５］～［００３４］）
【特許文献２】国際公開第２０１０／１３４３２１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上述した特許文献１に記載されたような非線形補償方式は、バックプロパゲーション（
Ｂａｃｋ　Ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ）方式と呼ばれる。これは、分散補償を小刻みに行う
とともに各分散補償の直後で非線形補償を行うことにより、受信側から送信側へ伝播波形
を遡りながら波形歪を補償する方式である。
【００１０】
　しかし、バックプロパゲーション方式によって補償効果を大きくするためには、分散補
償機能と非線形補償機能を組み合わせて一段の歪補償部としたとき、歪補償部の段数を多
くする必要がある。ここで、分散補償機能は線形歪補償器によって実現され、非線形補償
機能は非線形歪補償器によって実現される。
【００１１】
　線形歪補償器は、周波数領域で分散補償を行う場合、高速フーリエ変換（Ｆａｓｔ　Ｆ
ｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ：ＦＦＴ）回路と逆高速フーリエ変換（Ｉｎｖｅｒｓ
ｅ　Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ：ＩＦＦＴ）回路を含む構成である
。ＦＦＴ回路およびＩＦＦＴ回路は回路規模が大きいため、大規模集積回路（Ｌａｒｇｅ
　Ｓｃａｌｅ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ：ＬＳＩ）の実装面積や消費電力に及ぼす影響が
大きい。そのため、一個の信号処理装置に実装できるＦＦＴ回路およびＩＦＦＴ回路の個
数には制約がある。
【００１２】
　　一方、非線形歪補償器は指数関数（ｅｘｐ）演算を含むため、回路規模が大きくなる
。これは、指数関数演算（ｙ＝ｅｘｐ（ｊｘ））は回路技術によって直接計算することが
できないため、入出力変換テーブルを用意する必要があるからである。ここで、指数関数
はサイン（ｓｉｎ）関数とコサイン（ｃｏｓ）関数を用いて展開することができる（ｅｘ
ｐ（ｊｘ）＝ｃｏｓ（ｘ）＋ｊｓｉｎ（ｘ））。しかし、サイン関数（ｙ＝ｓｉｎ（ｘ）
）およびコサイン関数（ｙ＝ｃｏｓ（ｘ））も回路技術によって直接計算することができ
ない。そのため、独立変数ｘと従属変数ｙについて入出力変換テーブルを用意する必要が
あるが、サイン（ｓｉｎ）関数およびコサイン（ｃｏｓ）関数に対する入出力変換テーブ
ルは多くのメモリを必要とする。その結果、指数関数（ｅｘｐ）演算回路は回路規模が増
大することになる。
【００１３】
　このように、非線形歪補償器は指数関数演算を含むため、回路規模が大きくなる、とい
う問題があった。
【００１４】
　本発明の目的は、上述した課題である、非線形歪補償器は指数関数演算を含むため、回
路規模が大きくなる、という課題を解決する非線形歪補償器、それを用いた光受信器、お
よび非線形歪補償方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明の非線形歪補償器は、光伝送路を伝搬した信号光を光電変換した入力信号の信号
強度と非線形補償係数に基づいて、信号光の自己位相変調による位相雑音を算出する位相
算出手段と、位相雑音から所定のオフセット量を減算したオフセット補償位相を出力する
オフセット補償手段と、オフセット補償位相に基づく位相回転量を補償する処理を入力信
号に施す位相補償手段、とを有する。
【００１６】
　本発明の非線形歪補償器を用いた光受信器は、局所光源と、光９０度ハイブリッド回路
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と、光電変換器と、アナログ－デジタル変換器と、信号処理部を有し、光９０度ハイブリ
ッド回路は、光伝送路を伝搬した信号光を局所光源からの局所光と干渉させて複数の信号
成分に分離した複数の光信号を出力し、光電変換器は、光信号を検波して検波電気信号を
出力し、アナログ－デジタル変換器は、検波電気信号を量子化して量子化信号を出力し、
信号処理部は、線形歪補償器と非線形歪補償器を含む歪補償部を備え、非線形歪補償器は
、量子化信号の信号強度と非線形補償係数に基づいて、信号光の自己位相変調による位相
雑音を算出する位相算出手段と、位相雑音から所定のオフセット量を減算したオフセット
補償位相を出力するオフセット補償手段と、オフセット補償位相に基づく位相回転量を補
償する処理を量子化信号に施す位相補償手段、とを備える。
【００１７】
　本発明の非線形歪補償方法は、光伝送路を伝搬した信号光を光電変換した入力信号の信
号強度と非線形補償係数に基づいて、信号光の自己位相変調による位相雑音を算出し、位
相雑音の平均値であるオフセット量を位相雑音から減算したオフセット補償位相を算出し
、オフセット補償位相に基づく位相回転量を補償する処理を入力信号に施す。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の非線形歪補償器および非線形歪補償方法によれば、非線形歪補償器の回路規模
を縮小することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る非線形歪補償器の構成を示すブロック図である。
【図２Ａ】本発明の第１の実施形態に係る非線形歪補償器が備えるオフセット補償手段の
構成を示すブロック図である。
【図２Ｂ】本発明の第１の実施形態に係る非線形歪補償器が備えるオフセット補償手段の
別の構成を示すブロック図である。
【図３】本発明の第２の実施形態に係る光受信装置を備えた光通信システムの構成を示す
ブロック図である。
【図４】本発明の第２の実施形態に係る光受信装置の構成を示すブロック図である。
【図５】本発明の第２の実施形態に係る光受信装置が備える歪補償部の構成を示すブロッ
ク図である。
【図６】本発明の第２の実施形態に係る光受信装置が備える非線形補償部の構成を示すブ
ロック図である。
【図７】本発明の第２の実施形態に係る光受信装置が備えるフィルタ部の出力を示す図で
ある。
【図８】本発明の第２の実施形態に係る光受信装置が備える非線形補償部の別の構成を示
すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下に、図面を参照しながら、本発明の実施形態について説明する。
【００２１】
　〔第１の実施形態〕
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る非線形歪補償器１０の構成を示すブロック図で
ある。非線形歪補償器１０は、位相算出手段１１、オフセット補償手段１２、および位相
補償手段１３を有する。
【００２２】
　位相算出手段１１は、光伝送路を伝搬した信号光を光電変換した入力信号の信号強度と
非線形補償係数に基づいて、信号光の自己位相変調による位相雑音を算出する。ここで自
己位相変調とは、信号光が光ファイバなどの光伝送路を伝搬するとき、自分自身の強度に
起因する屈折率変化により位相がシフトしてしまう現象である。位相雑音は、自己位相変
調による位相変調量を受信端で推定したものである。また、非線形補償係数とは、光伝送
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路の非線形歪を補償する効果が最大になるように、最適化した係数である。
【００２３】
　オフセット補償手段１２は、算出された位相雑音から所定のオフセット量を減算したオ
フセット補償位相を出力する。ここでオフセット量として例えば、位相雑音の平均値を用
いることができる。すなわち、オフセット補償手段１２は図２Ａに示すように、入力され
た位相雑音信号Ｓの平均値を算出し、位相雑音信号Ｓから平均値を減算する構成とするこ
とができる。これに限らず図２Ｂに示すように、オフセット補償手段１２は、入力された
位相雑音信号Ｓから、あらかじめ算出したプリセット値を減算する構成としてもよい。
【００２４】
　位相補償手段１３は、オフセット補償手段１２が出力するオフセット補償位相に基づく
位相回転量を補償する処理を入力信号に施す。
【００２５】
　上述したように本実施形態による非線形歪補償器１０において、オフセット補償手段１
２が出力するオフセット補償位相は、位相雑音から所定のオフセット量を減算した雑音成
分である。そのため、位相補償手段１３が入力信号に対して施す処理、すなわちオフセッ
ト補償位相に基づいて位相回転量を補償する処理における演算範囲を減縮することができ
る。これにより、位相補償手段１３の回路規模を縮小することが可能となり、その結果、
非線形歪補償器１０の回路規模を縮小することができる。
【００２６】
　次に、本実施形態による非線形歪補償方法について説明する。本実施形態の非線形歪補
償方法では、まず、光伝送路を伝搬した信号光を光電変換した入力信号の信号強度と非線
形補償係数に基づいて、信号光の自己位相変調による位相雑音を算出する。続いて、この
位相雑音から所定のオフセット量、例えば位相雑音の平均値を減算したオフセット補償位
相を算出する。そして、オフセット補償位相に基づく位相回転量を補償する処理を入力信
号に施す。
【００２７】
　このとき、信号強度と非線形補償係数との積に平滑化のためのフィルタ係数を乗算した
フィルタ処理値を位相雑音とすることができる。また、位相回転量として、オフセット補
償位相に平滑化のためのフィルタ係数を乗算したフィルタ処理値を用いることとしてもよ
い。
【００２８】
　本実施形態による非線形歪補償方法によれば、オフセット補償位相に基づく位相回転量
を補償する処理における演算範囲を減縮することができる。その結果、本実施形態の非線
形歪補償方法を実施する非線形歪補償器の回路規模を縮小することができる。
【００２９】
　〔第２の実施形態〕
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。本実施形態では、光通信システムに
用いられる非線形歪補償器を用いた光受信器について説明する。ここで、光通信システム
は図３に示すように、光送信装置１０００と光受信装置２０００を備える。光受信装置２
０００として本実施形態の非線形歪補償器を用いた光受信器を用いることができる。光送
信装置１０００と光受信装置２０００は光伝送路３０００を介して互いに接続される。光
伝送路３０００は光ファイバなどを用いて構成される。本実施形態における光通信システ
ムは、例えば直交振幅変調（Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　Ｍｏｄｕｌａ
ｔｉｏｎ：ＱＡＭ）方式などの多値変調方式で通信を行うシステムであり、以下では偏波
多重方式を採用した場合について説明する。
【００３０】
　光送信装置１０００は、送信すべき複数の信号を用いて光搬送波を変調することにより
、偏波多重された光信号を生成する。生成された光信号は、伝送経路３０００を介して光
受信装置２０００に送信される。光受信装置２０００は受信した光信号を復調する。光信
号は伝送経路３０００を伝播する際、線形効果（分散効果）と非線形効果を受ける。光受
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信装置２０００は復調処理を行うとともに、これらの効果を補償するための処理も行う。
【００３１】
　図４に、光受信装置２０００の構成を示す。光受信装置２０００は、局所光源（ＬＯ）
２１０、光９０度ハイブリッド回路２２０、光電変換器（Ｏ／Ｅ）２３０、アナログ－デ
ジタル変換器（ＡＤＣ）２４０、および信号処理部１００を有する。
【００３２】
　光９０度ハイブリッド回路２２０は、光伝送路３０００を伝搬した信号光を局所光源（
ＬＯ）２１０からの局所光と干渉させて複数の信号成分に分離した複数の光信号を出力す
る。すなわち光９０度ハイブリッド回路２２０は、第１の偏波（Ｘ）の信号光と局所光と
を位相差がゼロの状態で干渉させて第１の光信号（Ｉｘ）を生成し、第１の偏波（Ｘ）の
信号光と局所光とを位相差がπ／２の状態で干渉させて第２の光信号（Ｑｘ）を生成する
。また光９０度ハイブリッド回路２２０は、第２の偏波（Ｙ）の信号光と局所光とを位相
差がゼロの状態で干渉させて第３の光信号（Ｉｙ）を生成し、第２の偏波（Ｙ）の信号光
と局所光とを位相差がπ／２の状態で干渉させて第４の光信号（Ｑｙ）を生成する。第１
の光信号と第２の光信号が一組の信号を形成し、また、第３の光信号と第４の光信号も一
組の信号を形成する。
【００３３】
　光電変換器（Ｏ／Ｅ）２３０は、光９０度ハイブリッド回路２２０が生成した４種の光
信号（出力光）を光電変換して検波し、４種のアナログ信号である検波電気信号を出力す
る。アナログ－デジタル変換器（ＡＤＣ）２４０は、検波電気信号を量子化して量子化信
号（デジタル信号）を出力する。
【００３４】
　信号処理部１００は、偏波信号生成部１１０、歪補償部１０２、偏波分離部１０４、お
よび復調部１０６を備える。信号処理部１００は、アナログ－デジタル変換器（ＡＤＣ）
２４０が生成した４種のデジタル信号を処理することにより、光信号を復調した復調信号
を生成する。
【００３５】
　偏波信号生成部１１０は、加算部１１２、１１４を備える。加算部１１２は、第１の光
信号（Ｉｘ）から生成されたデジタル信号と第２の光信号（Ｑｘ）から生成されたデジタ
ル信号とを加算処理することにより、第１の偏波信号（Ｅｘ）を生成する。加算部１１４
は、第３の光信号（Ｉｙ）から生成されたデジタル信号と第４の光信号（Ｑｙ）から生成
されたデジタル信号とを加算処理することにより、第２の偏波信号（Ｅｙ）を生成する。
第１の偏波信号（Ｅｘ）および第２の偏波信号（Ｅｙ）は、具体的には以下の式（１）、
（２）によって表わされる。
Ｅｘ＝Ｉｘ＋ｊＱｘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
Ｅｙ＝Ｉｙ＋ｊＱｙ　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
　歪補償部１０２は線形歪補償器と非線形歪補償器を含み、光信号が光伝送路３０００を
伝播する際に受けた線形効果及び非線形効果を補償するための処理を行う。歪補償部１０
２の構成の詳細は後述する。
【００３６】
　偏波分離部１０４は、偏波ごとにフィルタ演算を行う。復調部１０６は、信号光と局所
光の間の周波数差および位相差を補償することにより、送信されてきた信号を復調する。
【００３７】
　図５に、歪補償部１０２の構成を示す。歪補償部１０２は、線形補償部３０１および非
線形補償部３００からなる処理ステージを複数段有している。なお、処理ステージの数が
少ない場合（例えば５ステージ以下）、歪補償部１０２の最終段は線形補償部３０１であ
ることが好ましい。ただし、処理ステージの数が例えば１０段以上の場合は、歪補償部１
０２の最終段は非線形補償部３００であってもよい。
【００３８】
　線形補償部３０１は、信号光が光伝送路３０００で受けた線形効果を補償する。線形補
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償部３０１は、例えば、ＦＦＴ（Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）部、
フィルタ部、およびＩＦＦＴ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓ
ｆｏｒｍ）部を備えた構成とすることができる。ＦＦＴ部は入力された信号に対して高速
フーリエ変換（ＦＦＴ）演算を行う。フィルタ部は、信号光が光伝送路中で受けた分散効
果を補償するためのフィルタ係数を用いて、入力された信号にフィルタ演算処理を施す。
ＩＦＦＴ部はフィルタ処理された信号に対して逆高速フーリエ変換（ＩＦＦＴ）演算を行
う。
【００３９】
　図６に、非線形補償部３００の構成を示す。非線形補償部３００は信号光が光伝送路３
０００で受けた非線形効果による波形歪を補償する。非線形補償部３００として、第１の
実施形態で説明した非線形歪補償器１０を用いることができる。
【００４０】
　非線形補償部３００は、第１の偏波信号（Ｅｘ）および第２の偏波信号（Ｅｙ）の信号
強度に基づいて算出される位相回転量をキャンセルするように、２つの偏波信号Ｅｘ、Ｅ

ｙのそれぞれを補償する。
【００４１】
　非線形補償部３００は、強度算出部３０２、フィルタ部３０４、オフセット補償部３０
５、位相変調部３０６、および乗算器３１０、３１４を備える。ここで、強度算出部３０
２とフィルタ部３０４が位相算出手段を構成する。つまり、位相算出手段はフィルタ手段
を備えた構成とした。
【００４２】
　強度算出部３０２は、第１の偏波信号（Ｅｘ）および第２の偏波信号（Ｅｙ）の信号強
度と非線形補償係数γとの積を算出する。ここで、非線形補償係数γとは、光伝送路３０
００の非線形歪を補償する効果が最大になるように、最適化した係数である。
【００４３】
　フィルタ部３０４は強度算出部３０２が出力する信号に平滑化のためのフィルタ係数を
乗算したフィルタ処理値を算出し、このフィルタ処理値を位相雑音として出力する。フィ
ルタ部３０４には、係数計算部と係数乗算部を備えた例えばＦＩＲ（Ｆｉｎｉｔｅ　Ｉｍ
ｐｕｌｓｅ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ）フィルタやＩＩＲ（Ｉｎｆｉｎｉｔｅ　Ｉｍｐｕｌｓｅ
　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ）フィルタ、または別の実現手段によるフィルタを用いることができ
る。具体的には、フィルタ部３０４は入力された信号に、係数計算部によって計算された
平滑化のためのフィルタ係数ｈ（ｎ）を乗算する。
【００４４】
　オフセット補償部３０５は、フィルタ部３０４によって処理された後の位相雑音から、
位相雑音の平均値を減算してオフセット補償位相を算出し、位相回転量φとして出力する
。
【００４５】
　位相変調部３０６は、オフセット補償部３０５が出力する位相回転量φに指数関数（ｅ
ｘｐ）演算を施して位相変調係数を算出する。位相変調係数は、第１の偏波信号（Ｅｘ）
および第２の偏波信号（Ｅｙ）における位相回転量φをキャンセルするための係数である
。乗算器３１０は、遅延部３０８によって遅延された後の第１の偏波信号（Ｅｘ）に位相
変調係数を乗算する。同様に、乗算器３１４は、遅延部３１２によって遅延された後の第
２の偏波信号（Ｅｙ）に位相変調係数を乗算する。なお、遅延部３０８、３１２は、位相
変調係数の算出タイミングと同期するように、第１の偏波信号（Ｅｘ）および第２の偏波
信号（Ｅｙ）をそれぞれ遅延させる。ここで、位相変調部３０６と乗算器３１０、３１４
が位相補償手段を構成する。
【００４６】
　次に、オフセット補償部３０５の動作について説明する。
【００４７】
　強度算出部３０２は、非線形補償係数γの値が正の数であれば必ず正の値を出力する。
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フィルタ部３０４は、フィルタ係数ｈ（ｎ）がすべて正の数であれば、強度算出部３０２
の出力を積算して出力する。そのため、この場合には、フィルタ部３０４の出力は強度算
出部３０２の出力よりも大きな正の値となる。また、非線形補償係数γおよび第１の偏波
信号（Ｅｘ）と第２の偏波信号（Ｅｙ）の信号振幅が大きいほど、フィルタ部３０４の出
力値は大きくなる。さらに、フィルタ係数ｈ（ｎ）のタップ長が長く、タップ重みが大き
いほど、フィルタ部３０４の出力は大きくなる。したがって、フィルタ部３０４から出力
される位相雑音には、大きなオフセットが含まれることになる。
【００４８】
　図７に、フィルタ部３０４の出力の一例を示す。縦軸はフィルタ部３０４の出力、つま
りフィルタ処理された位相雑音であり、横軸は時間である。フィルタ部３０４からは、あ
るオフセット値を中心とした雑音成分が出力される。ここで、オフセット値は非線形補償
係数γ、信号振幅、およびフィルタ係数ｈ（ｎ）の値によって定まる。
【００４９】
　フィルタ部３０４が出力する位相雑音を、オフセット補償を行わずにそのまま位相変調
部３０６に入力させる場合を考える。これは背景技術で説明した関連する歪補償器の構成
に相当する。この場合、位相変調部３０６には、指数関数（ｅｘｐ）演算のために、オフ
セットの最大値を考慮したサイン（ｓｉｎ）テーブルとコサイン（ｃｏｓ）テーブルを準
備する必要がある。このため、オフセットの最大値が大きくなればなるほど、サイン（ｓ
ｉｎ）テーブルとコサイン（ｃｏｓ）テーブルのための回路規模が増大することになる。
【００５０】
　しかし、フィルタ部３０４が出力する位相雑音に含まれるオフセットは、非線形補償に
は寄与しない。ここで、フィルタ部３０４が出力する位相雑音に含まれるオフセットは、
乗算器３１４において第１の偏波信号（Ｅｘ）および第２の偏波信号（Ｅｙ）にそれぞれ
乗算されると、第１の偏波信号（Ｅｘ）および第２の偏波信号（Ｅｙ）の位相をある角度
で定常的に回転させる。しかしながら、このときの位相の回転は復調部１０６でキャンセ
ルされる。したがって、フィルタ部３０４が出力する位相雑音のうち、非線形補償機能に
必要なのは雑音成分の方である。
【００５１】
　本実施形態による非線形補償部３００では、オフセット補償部３０５がフィルタ部３０
４から出力される位相雑音の平均値を算出する。そして、位相雑音からこの平均値を減算
することによってオフセットをキャンセルし、雑音成分のみを取り出す構成としている。
したがって本実施形態の非線形補償部３００によれば、位相変調部３０６が行う指数関数
（ｅｘｐ）演算において、オフセットの最大値を考慮する必要がない。そのため、ゼロ値
近傍の値に対するサイン（ｓｉｎ）テーブルとコサイン（ｃｏｓ）テーブルを備えればよ
いので、位相変調部３０６の回路規模を縮小することが可能となる。その結果、非線形補
償部３００の回路規模を縮小することができる。
【００５２】
　オフセット補償部３０５は、図２Ａに示した構成と同様に、入力された位相雑音信号Ｓ
の平均値を算出し、位相雑音信号Ｓから平均値を減算する構成とすることができる。これ
に限らず図２Ｂに示した構成と同様に、オフセット補償部３０５は、入力された位相雑音
信号Ｓから、あらかじめ算出したプリセット値を減算する構成としてもよい。ここでプリ
セット値は、非線形補償係数γ、信号振幅、および平滑化のためのフィルタ係数の値から
算出することができる。
【００５３】
　上述の本実施形態では、フィルタ部３０４はオフセット補償部３０５の前段に配置して
いる場合について説明した。しかし、これに限らず、フィルタ部３０４がオフセット補償
部３０５とその後段の位相変調部３０６との間に配置した構成としてもよい。この場合の
非線形補償部３００の構成を図８に示す。
【００５４】
　この場合、強度算出部３０２は、第１の偏波信号（Ｅｘ）および第２の偏波信号（Ｅｙ
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）の信号強度と非線形補償係数γとの積を算出し、位相雑音として出力する。オフセット
補償部３０５は、このときの位相雑音から所定のオフセット量を減算することにより、オ
フセットをあらかじめ補償する。これにより、位相雑音の平均値はゼロとなるので、オフ
セット補償部３０５からは雑音成分のみからなるオフセット補償位相が出力される。この
場合、フィルタ部３０４の出力における積算成分もゼロとなるので、フィルタ部３０４は
雑音成分であるオフセット補償位相に平滑化のためのフィルタ係数を乗算したフィルタ処
理値を出力する。位相変調部３０６は、このときのフィルタ処理値を位相回転量φとして
、位相回転量φに対して指数関数（ｅｘｐ）演算を施す。
【００５５】
　この場合にもオフセット補償部３０５は、図２Ａに示した構成と同様に、入力された位
相雑音信号Ｓの平均値を算出し、位相雑音信号Ｓから平均値を減算する構成とすることが
できる。これに限らず図２Ｂに示した構成と同様に、オフセット補償部３０５は、入力さ
れた位相雑音信号Ｓから、あらかじめ算出したプリセット値を減算する構成としてもよい
。ここでプリセット値は、非線形補償係数γ、信号振幅、および平滑化のためのフィルタ
係数の値から算出することができる。
【００５６】
　上述したように、本実施形態による光受信装置２０００が備える非線形補償部３００に
おいては、オフセット補償部３０５が出力するオフセット補償位相は、位相雑音から所定
のオフセット量を減算した雑音成分である。そのため、位相変調部３０６が入力信号に対
して施す処理、すなわちオフセット補償位相に基づいて位相回転量を補償する処理におけ
る演算範囲を減縮することができる。これにより、位相変調部３０６の回路規模を縮小す
ることが可能となり、その結果、非線形補償部３００の回路規模を縮小することができる
。
【００５７】
　上述の説明では、位相変調部３０６は図６に示すように、オフセット補償部３０５が出
力する位相回転量φに指数関数（ｅｘｐ）演算を施して位相変調係数を算出することとし
た。しかしこれに限らず、位相変調部３０６を以下に示す構成とすることもできる。
【００５８】
　オフセット補償部３０５は、フィルタ部３０４によって処理された後の位相雑音から、
位相雑音の平均値を減算した位相回転量φを出力するので、この位相回転量φは雑音成分
のみからなる。したがって、位相変調部３０６に入力される位相回転量φは十分小さい値
になる。すなわち、φ<<１が成り立つ。このとき、位相変調部３０６における指数関数（
ｅｘｐ）演算は、次式に示すように線形関数演算に近似することができる。
ｅ－ｊφ＝１－ｊφ
　したがって、位相変調部３０６において、位相回転量φに「１－ｊφ」からなる線形関
数演算を施して位相変調係数を算出する構成とすることができる。この場合、サイン（ｓ
ｉｎ）テーブルとコサイン（ｃｏｓ）テーブルは不要となるので、位相変調部３０６の回
路規模を大幅に削減することができる。その結果、非線形補償部３００の回路規模をさら
に縮小することができる。
【００５９】
　本実施形態では、非線形補償方式として、フィルタ部３０４を用いたバックプロパゲー
ション（Ｆｉｌｔｅｒｅｄ　Ｂａｃｋ　Ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ）方式を用いる場合につ
いて説明した。しかし、これに限らず、フィルタを使用しないバックプロパゲーション（
Ｂａｃｋ　Ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ）方式や摂動バックプロパゲーション（Ｐｅｒｔｕｒ
ｂａｔｉｏｎ　Ｂａｃｋ　Ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ）方式にも適用可能である。また、本
実施形態では偏波多重方式を採用した場合について説明したが、これに限らず、単一偏波
信号に対しても本実施形態による非線形歪補償器を用いることができる。
【００６０】
　以上、上述した実施形態を模範的な例として本発明を説明した。しかしながら、本発明
は、上述した実施形態には限定されない。即ち、本発明は、本発明のスコープ内において
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、当業者が理解し得る様々な態様を適用することができる。
【００６１】
　この出願は、２０１３年１１月１９日に出願された日本出願特願２０１３－２３８４９
５を基礎とする優先権を主張し、その開示の全てをここに取り込む。
【符号の説明】
【００６２】
　１０　　非線形歪補償器
　１１　　位相算出手段
　１２　　オフセット補償手段
　１３　　位相補償手段
　１００　　信号処理部
　１０２　　歪補償部
　１０４　　偏波分離部
　１０６　　復調部
　１１０　　偏波信号生成部
　１１２、１１４　　加算部
　２１０　　局所光源（ＬＯ）
　２２０　　光９０度ハイブリッド回路
　２３０　　光電変換器（Ｏ／Ｅ）
　２４０　　アナログ－デジタル変換器（ＡＤＣ）
　３００　　非線形補償部
　３０１　　線形補償部
　３０２　　強度算出部
　３０４　　フィルタ部
　３０５　　オフセット補償部
　３０６　　位相変調部
　３０８、３１２　　遅延部
　３１０、３１４　　乗算器
　１０００　　光送信装置
　２０００　　光受信装置
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